
平成 27 年２月４日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第 140 回「地域の会」定例会資料〔前回 1/14 以降の動き〕 

 

【不適合関係】 

＜区分Ⅲ＞ 

・ １月 19 日 ２号機 ＩＰＢシャフト室（非管理区域）におけるけが人の発生について 

〔P.３〕 

 

【発電所に係る情報】 

・ １月 16 日 日本機械学会『発電用原子力設備規格設計・建設規格』 

＜第 I編軽水炉規格＞に係る原子力規制委員会への報告について 〔P.５〕 

・ １月 21 日 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による柏崎刈羽原子力発電所６，７号機の 

運転安全評価に関するレビューの準備会合について       〔P.７〕 

・ １月 21 日 柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の取り組み状況について 〔P.８〕 

・ １月 26 日 人身災害を踏まえた安全点検の実施ならびに作業の再開について  〔P.11〕 

・ １月 30 日 平成 26 年度使用済燃料の輸送計画変更について                 〔P.12〕 

・ ２月 ２日 当社原子力発電所で発生した重大な人身災害の原因と対策および 

安全点検について                      〔P.13〕 

・ ２月 ３日 「原子力安全改革プラン進捗報告（2014 年度第３四半期）」について 

〔P.28〕 

・ ２月 ４日 柏崎刈羽原子力発電所地下式フィルタベント設備に係る柏崎市からの 

事前了解について                      〔P.33〕 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・ １月 30 日 福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期 

ロードマップ進捗状況（概要版）      〔別紙〕 

 

【その他】 

・ １月 29 日 中津川第一発電所の導水路からの溢水に係る報告書の経済産業省関東東北     

産業保安監督部東北支部への提出について           〔P.34〕 

 

 

 

   

 

 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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http://www.tepco.co.jp/cc/press/2015/1247893_6818.html


 

 

 

【柏崎刈羽原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合の開催状況】 

・１月 15 日 第 182 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

－東京電力(株) 柏崎刈羽原子力発電所６・７号機の重大事故等対策の有効性評価について 

・１月 20 日  第 184 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

－東京電力(株)柏崎刈羽原子力発電所１・６・７号機に係る申請の概要について 

（特定重大事故等対処施設） 

・１月 23 日 第 185 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る現地調査 

－津波について（東京電力株式会社） 

・１月 27 日 第 187 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

－東京電力(株) 柏崎刈羽原子力発電所６・７号機の重大事故等対策の有効性評価について 

・２月 ３日 第 190 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

－東京電力(株) 柏崎刈羽原子力発電所６・７号機の設計基準への適合性について 

 

 

 

以 上 
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平成 27 年１月 19 日 

東京電力株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 ２号機 

件名 ＩＰＢシャフト室（非管理区域）におけるけが人の発生について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不適合の 

概要

  
 

 

平成 27 年１月 19 日午後３時頃、２号機タービン建屋外側のＩＰＢシャフト室＊におい

て作業用電源箱の点検作業に従事していた協力企業作業員が、作業中に誤って落下し負

傷したため、午後３時 15 分頃救急車を要請し病院へ搬送いたしました。 

なお、本人に意識はあります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ ＩＰＢシャフト室 

発電機から主要変圧器までを結ぶ、金属製の容器に収められた電線が設置されている部

屋。 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

 
＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他 

 
＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

 

現在、病院において診断、処置を受けております。 

また、今回の事例について関係者へ注意喚起を図り、同様の事象が発生しないように

努めてまいります。 
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展望台

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 

１号機 

タービン建屋 

１号機 

原子炉建

２号機 

原子炉建

２号機 

タービン建屋

ＩＰＢシャフト室 

柏崎刈羽原子力発電所２号機 屋外 

１･２号機排気筒 

２号機 ＩＰＢシャフト室（非管理区域）におけるけが人の発生について 
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日本機械学会『発電用原子力設備規格 設計・建設規格』 

＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞に係る原子力規制委員会への報告について 

 

平成 27 年１月 16 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社は、平成 26 年 12 月 18 日、原子力規制委員会より、指示文書「日本機械

学会『発電用原子力設備規格 設計・建設規格』＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞に係る

報告について」*を受領しました。 

 

当社は、同指示に基づき、報告書をとりまとめ、本日、原子力規制委員会に

提出しましたのでお知らせします。 

 

調査の結果、福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所および柏崎刈羽

原子力発電所においては、いずれも同規格の誤った内容に沿った設計となるも

のはないことを確認いたしました。なお、東通原子力建設所については、調査

対象に該当する設備がないことから報告対象外としております。 

 

以 上 

別紙：当社報告書「クラス３配管のフランジ設計及び管の穴の補強設計に関す

る調査結果について」 
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＊ 指示文書 

「日本機械学会『発電用原子力設備規格 設計・建設規格』＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞に係

る報告について」 

原子力規制委員会（以下「委員会」という。）は、日本機械学会より「JSME発電用原子

力設備規格 設計・建設規格(2012 年版(2013 年追補含む))〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉(JSME S 

NC1-2012/2013) 正誤表」(平成２６年１２月５日付)が発行されたことを踏まえ、発電用原

子炉設置者等に対し、下記１及び２について、平成２７年１月１６日までに委員会へ報告

するように求めることとする。報告の結果、誤記に基づく設計の有無や訂正後の規定への

適合性が確認できない場合は、更なる対応を求めることとする。 

なお、発電用原子炉施設以外の原子力施設等については、別添の規則において当該規格

を直接引用はしていないが、別添の規則への適合のために当該規格を適用しているか否か

について、報告を求めることとする。 

 

記 

 

１．別添の規則への適合が義務付けられている機器のうち、標記日本機械学会「発電用原

子力設備規格 設計・建設規格」＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞の正誤表に該当する規定番号

PPD-3414及びPPD-3424（2005 年版（2007 年追補版を含む）又は2012年版）に基づき設

計したものの有無について、報告すること。 

 

２．１．により設計したものがある場合、当該機器が使用されている箇所が訂正後の規定

番号PPD-3414及びPPD-3424（2005 年版（2007 年追補版を含む）又は2012 年版）にそれ

ぞれ適合しているか否かについて、報告すること。 
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国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による柏崎刈羽原子力発電所６，７号機 

の運転安全評価に関するレビューの準備会合について 

 

平 成 2 7年 １ 月 2 1日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 当社は、福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、柏崎刈羽原子力発電所にお

いて安全性の向上に向けた取り組みを進めており、その取り組みについて、  

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による運転安全評価レビューが実施されることと

なっております。 

本レビューの実施に向けた準備会合が以下の通り、来月開催されることとな

りましたので、お知らせいたします。 

 今後、準備会合を経て運転安全評価レビューの時期、内容などが決まりまし

たら、あらためてお知らせしてまいります。 

 

 

１．開催日   平成 27 年２月２日（月）～５日（木） 

 

２．開催場所  本店および柏崎刈羽原子力発電所 

 

３．出席者 

国際原子力機関（ＩＡＥＡ） 

   原子力安全・安全保障局原子力施設安全部運転安全課長 Peter Tarren 

                         同課 Miroslav Lipar 

  当社 

   常務執行役 原子力・立地本部長 姉川 尚史 

   執行役員 原子力・立地本部柏崎刈羽原子力発電所長 横村 忠幸 他 

 

４．準備会合の内容 

  ・レビューの概要および実施方法等の説明（ＩＡＥＡ側） 

・レビューの日程調整、レビュー項目の調整 等 

   

 

以 上 
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人身災害を踏まえた安全点検の実施ならびに作業の再開について 

 

 

平 成 2 7年 １ 月 2 6日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

 当発電所では、平成 27 年１月 19 日、20 日に当社原子力発電所で発生した重

篤な人身災害に鑑み、現場の安全確保を図る観点から一旦作業を中断して安全

点検を実施しております。 

 安全点検においては、これまでにも人身災害の発生防止に向け安全対策を講

じてきておりましたが、この度の人身災害を踏まえて、あらためて当社社員お

よび協力企業作業員による事例検討会を行った上で、現場における不安全箇所

の設備点検、作業手順の確認などを実施し、必要な是正処置を行うなど人身災

害の防止に向けた取り組みを行っております。 

 

本日より安全点検において安全性が確認された作業から、順次再開すること

としましたのでお知らせいたします。 

 今後も引き続き現場の安全確保に取り組み、災害の発生防止に努めてまいり

ます。 

 

以 上 
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平成26年度使用済燃料の輸送計画変更について 

 
平成 27 年１月 30 日 

東京電力株式会社 

 

 当社は、平成26年度の使用済燃料等の輸送計画（平成26年３月 31日お知らせ済み）について、

以下のとおり変更いたしますので、お知らせいたします。 

 
 

・平成26年度 使用済燃料輸送計画 

（変更前） 

輸送時期 輸送数量 輸送容器型式・基数 搬出先 搬出元 

第４ 

四半期 

ＢＷＲ燃料 

69体約 12トンＵ 
ＨＤＰ－69Ｂ型１基

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

（青森県むつ市） 

柏崎刈羽 

原子力発電所 

                 トン U：燃料集合体中の金属ウラン重量  

・ 日本原燃株式会社（青森県六ヶ所村）向けの輸送計画はありません 
 

（変更後） 

 平成26年度における使用済燃料の輸送計画はありません。 

 

以 上 
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当社原子力発電所で発生した重大な人身災害の 

原因と対策および安全点検について 

 

平成 27 年２月２日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社では、平成 27 年１月 19 日、20 日に当社原子力発電所で発生した重大な

人身災害に鑑み、現場の安全確保を図る観点からそれぞれの発電所における作

業を中断して安全点検を実施し、安全性が確認された原子力発電所の作業につ

いては、順次再開をしているところです。 

なお、福島第一原子力発電所においては、これまでの安全点検を振り返り、

深掘りを行うことで、なぜ今回の事故を防ぎ得なかったのかを分析しており、

今後、その検討・対策結果について、他の原子力発電所への水平展開を予定し

ております。 

 

このたび、各原子力発電所における人身災害の原因と対策および安全点検に

ついて、とりまとまりましたのでお知らせいたします。 
 
 今後も、引き続き安全点検を確実に実施し、災害の発生防止に努めてまいり

ます。 
 

以 上 

 

 

○添付資料 

当社原子力発電所（福島第一，福島第二，柏崎刈羽）で発生した重大な人身

災害の原因と対策および安全性向上対策について 
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平成 27 年２月３日 

東京電力株式会社 

広 報 部 

 

「原子力安全改革プラン進捗報告（2014 年度第３四半期）」について 

 

 当社は平成 25 年３月 29 日に「福島原子力事故の総括および原子力安全改革   

プラン」をお示しし、定期的に進捗状況を公表することとしておりますが、    

このたび、2014 年度第３四半期における原子力安全改革プランの進捗状況をとり 

まとめましたので、お知らせいたします。 

 

 

（配布資料） 

・ 「原子力安全改革プラン進捗報告（2014 年度第３四半期）」の概要 

・ 「原子力安全改革プラン進捗報告（2014 年度第３四半期）」 

 

以 上 
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原子力安全改革プラン進捗報告 （2014年度第3四半期） の概要

「福島原子力事故を決して忘れることなく、昨日よりも今日、今日よりも明日の安全レベルを高め、比類無き安全を創造し続ける原子力事業者になる」との決意を実現するために、2013年4月から
「原子力安全改革プラン」を推進中。

「原子力改革監視委員会」、WANO、INPOなど世界レベルの原子力安全の有識者や組織からの指摘や提言を積極的に受け入れて、改革を加速。

1. 各発電所における安全対策の進捗状況

① 福島第一4号機から全ての燃料取り出しが完了

② 福島第一の汚染水に関しては、多核種除去設備（ALPS）に加え、各種汚染水浄化設備を増設し、処理を加速化

③ 世界レベルの原子力安全文化の浸透・定着に向けた「原子力安全に対する自己評価活動」を開始するとともに、原子力安全改革の実現度合いを定量的に測定するための重要評価

指標（KPI）と目標値を設定

今回報告

のポイント

4号機燃料取り出しが全て完了し、リスクが大幅に低減

• 4号機使用済燃料プールに保管していた燃料1533体（使用済燃
料1331体、新燃料202体）の取り出しを全て完了（12月22日）。

• 第三者による安全レビューやモックアップ設備を用いた訓練など
事前の入念な準備に加え、安全第一で作業を進めた結果、無事
故で2014年内完了の目標を達成。

• 海外からの関心も非常に高く、ニューヨーク・タイムズ紙は「福島
の損傷した原子炉建屋から燃料が取り出される」との見出しで、
最も心配されていた脆弱部のひとつが取り除かれ、福島第一は
重要な節目を迎えたと報じた。

1号機燃料取り出しに向けた準備が前進

• 1号機燃料取り出しに向け、建屋カバーの一部を取り外し、原子炉建屋最上階（オペレーティン
グフロア）におけるガレキの散乱状況やダスト濃度を調査（10月22日から着手）。

• 調査の結果、プール内の燃料に直ちに損傷を与える可能性のある事象やダストの飛散は確認
されず、一旦取り外した屋根は調査終了後に再設置。今春以降、解体作業を慎重に進める。

汚染水浄化設備を増設し、処理を加速化

• 既設のALPSに加え、高性能ALPSの試験運転による処理を開始（10月18日）。

• モバイル型ストロンチウム除去装置の処理運転を開始（10月2日）したほか、各種汚染水浄化
設備を増設し、処理を加速化。汚染水は着実に減少。

福島第一原子力発電所

• 4号機の使用済燃料取り出しが安全に完了したことは大きな前進と評価できる。

• 汚染水処理については、これまでに発生したトラブルの根本原因分析を実施し、設備およ
び運用の改善・強化に取り組むなどの姿勢は評価できるものの、なお一層の努力が必要で
ある。

• 今後も幾多の困難に直面すると考えられるが、「工程」よりも「安全」を最優先にしつつ、サイ
ト全体のリスク低減に努めることが重要である。

第7回原子力改革監視委員会（12月1日）における指摘・提言

4号機燃料取り出し作業

冷温停止を着実に維持

• プラントの冷温停止維持に必要な重要設備に対し、直営による設備診断を積極的に実施。
設備に異常の兆候が検知された場合には、機器の運転停止や予備機への切り替え、保
全の時期や内容の変更等を行い、より一層安定した冷温停止を維持。

福島第一廃炉作業を支援

• 汚染水貯留用タンク（溶接型）を福島第二の敷地内で製作し、福島第一へ海上輸送。福島
第一における被ばく低減と作業負担の軽減に寄与。

福島第二原子力発電所

原子力規制委員会による新規制基準適合性審査が本格化

• 発電所敷地内外の追加地質調査を引き続き実施し、データを拡充。原子力規制委員会に
よる現地調査（10月30、31日）への対応をはじめ、データの解析・評価結果を適宜報告。

• 原子力規制委員会によるプラント設備に関する現地調査（12月12日）に対応。安全対策設
備や訓練の様子等、約100箇所を確認いただいた。

更なる安全性向上策を追加実施

• これまでに実施している津波・内部溢水・火災等への対策、事故の拡大防止・影響緩和の
対策等に加え、外部火災対策として防火帯の設置を開始（12月10日）。発電所敷地外で
発生する森林火災が発電所へ迫った場合でも原子炉施設に影響を及ぼさないよう、全長
約4kmの防火帯を設置。今年度末までに機能を確保。

国際機関による第三者レビューを積極的に受け入れ・計画

• 福島原子力事故の教訓を踏まえ、世界トップレベルを目指したハード・ソフト対策の取組状
況に関して、IAEAによるレビュー等、国際的な第三者レビューを計画。

柏崎刈羽原子力発電所

柏崎刈羽では、福島原子力事故の教訓を踏まえた安全対策が着実に進められている。

第7回原子力改革監視委員会（12月1日）における指摘・提言

[ 1/3 ]
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2. 原子力安全改革プラン（マネジメント面）の進捗状況

対策6
緊急時対応力（個人）の
強化および現場力の強化

対策5
発電所および本店の
緊急時対応力（組織）の
強化

対策4
リスクコミュニケーション
活動の充実

対策3
深層防護提案力の強化

対策2
経営層への監視・支援
強化

対策1
経営層からの改革

対策

―
（特になし）

安全向上提案の件数は、前回に引き続き大幅に増加

• 今年度2回目の安全向上提案コンペを実施し、134件の応募（前回の1.6倍）。

• 昨年度実施したコンペの優良提案については、11件中10件を実現。

• 取締役会は、原子力安全監視室からの提言を踏まえ、執行側に改善
を指示し、その進捗状況を定期的に確認するなど、原子力安全のガバ
ナンスは確実に強化されてきていると評価できる。

• 原子力安全監視室が提言した事項のうち、「執行側における安全を保
証する組織」等に関して未だ改善・発展の余地があることから、一層の
努力が必要であり、その成果を次回委員会に報告することを期待する。

取締役会の指示に対する執行側の取組状況を監視・評価

• 原子力安全監視室は、取締役会が執行側に指示したアクションプランの実施状況を評
価し、取締役会へ報告（12月17日）。

• 経営層から現場第一線の管理者クラスに至る組織全体に安全文化を
しっかり浸透させ、更に高い水準を目指す姿を常態化させていくことが
重要である。

• 東京電力がこれに向け、世界最高水準の原子力安全を実現している
組織・人の行動例・ふるまいと自身のそれを比較・評価する活動を開
始していることは評価できる。

• KPIは目的ではなく目標を達成するための手段として重要であり、これ
を確実に実施し、その成果を次回委員会に報告することを期待する。

世界レベルの行動例と自身のそれを日々比較・評価する活動を開始し、KPIと目標値を設定

• 原子力安全の国際機関であるINPO/WANOが策定した原子力安全を実現するための
行動例をもとに、「健全な原子力安全文化を体現する各人・リーダー・組織の特性（健全
な原子力安全文化の10の特性と40のふるまい）」を制定（11月11日）。原子力部門の一
人ひとりが、これと実際の行動・ふるまいを日々振り返り比較・評価する活動を開始（11
月17日）。

• 原子力リーダーは、多様な手段を通じて全職員に向けた原子力安全に関するメッセージ
発信（イントラネット上では、3日に1回以上の頻度で発信）。

• 原子力安全改革の実現度合いを定量的に測定するKPIとその目標値を設定。今年度末
には改革の実現度合いを評価し、必要に応じてKPIと目標値の改善・見直しを図る。

―
（特になし）

訓練を積み重ね緊急時対応力を強化

• 福島原子力事故の教訓に基づき、運転員、保全員等を対象に緊急時対応訓練を継続し
て実施。

• 米国における教育・資格認定プログラムを参考に、システムエンジニアに求められる力
量の向上に有効な知識・技能を習得するためのプログラムについて、骨子を策定。

• 防災訓練では、これまでの提言を踏まえ、様々な場面を想定した訓練
や外部との合同訓練を実施していることは、大きな前進と評価できる。

• 今後も、実施内容・方法を見直しつつ、実践的な訓練を繰り返し、問題
点を洗い出しながら、より一層実行性のあるものに改善するとともに、
その取り組み状況を社内外に発信することを期待する。

新潟県の原子力防災訓練に参加し、情報共有の実効性を確認

• 新潟県の原子力防災訓練（11月11日）に参加し、これまで
自社の訓練で繰り返し改善を重ねた方法によりオフサイト
センターや関係自治体対策本部（新潟県および9市町村）
との情報共有が効果的に機能することを確認。

• 平常時および緊急時におけるコミュニケーションについて、透明性、迅
速性、わかりやすさの観点で改善されていると考えられるが、今後は
第三者による外部評価を受けながら、更なる改善を期待する。

地域・社会との積極的なコミュニケーションを通じ、信頼関係の醸成を推進

• ソーシャル・コミュニケーション室は、技術部門と連携しリスク情報を収集。経営層や原子
力部門に対してリスクの公表や説明方針を提言。

• 自治体、関係団体や立地地域のみなさまに対し、福島第一の廃炉・汚染水対策や柏崎
刈羽の安全対策について、説明会等を通じて積極的なコミュニケーションを実施。今後、
情報の受け手となる福島地域、新潟地域、首都圏、大使館等を対象としたアンケートを
実施し、その評価に基づき更なる向上を図る。

第7回原子力改革監視委員会（12月1日）における指摘・提言主な実施事項

「原子力安全改革プラン」では、福島原子力事故の根本原因を「安全意識」「技術力」「対話力」の不足が過酷事故への事前の備えの不足につながったと総括。

「安全意識」「技術力」「対話力」を向上・強化するために6つの領域での対策を定め、組織をあげてこれらを実施しているところ。

これらの対策は継続的に改善を図っているが、特に第3四半期では、経営層が率先垂範して原子力安全文化を体現し、組織全体に浸透させる活動を強化。

[ 2/3 ]
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3. 原子力安全改革の実現度合いを測定する重要評価指標（ＫＰＩ）

「世界最高水準の安全を目指す」との社長ビジョンの下、原子力部門のマネジメント指針において、組織全体への展開を規定。

マネジメント指針の中では、測定できないものは改善できないとの考えにより、「安全意識」「技術力」「対話力」に対して定量的に測定を行う仕組みを構築し、測定を開始。

[ 3/3 ]

50ポイント
以上

•対策3、5、6またはPO&Cに基づくア

クションプランの目標達成割合により
評価

•アクションプランの計画通りの進捗を
中央値の50ポイントとして指標化

•原子力安全に関する自己評価のコ
ミュニケーションに関する項目の結
果により評価

•100ポイント満点で指標化

•情報発信の質・量や当社の姿勢に
対する社外関係者へのアンケートに
より評価

•100ポイント満点で指標化

•対策3、5、6またはWANOが定める

原子力の最高レベルに対する世界
標準（PO&C）に基づくアクションプラ

ンの設定率により評価

•100ポイント満点で指標化

•原子力リーダーのメッセージ発信回
数や社員の理解度、管理職による
MOに基づく改善件数等により評価

•100ポイント満点で指標化

•原子力安全に関する自己評価の結
果等により、経営層・原子力リーダー
を重点的に評価

•100ポイント満点で指標化

定量化方法

対話力KPI
（内部）

対話力KPI
（外部）

技術力KPI
（実績）

技術力KPI
（計画）

安全意識KPI
（M&M）

安全意識KPI
（Traits）

6つのKPI

安全文化を組織全体へ浸透させるため、
安全に焦点を置いたコミュニケーションを
行っているか

社外のステークホルダーに対して積極的
かつ適時適切なリスクコミュニケーション
を行っているか

原子力安全および産業安全を高める多様
な有資格者が存在し、一人ひとりの技術
力の強化に取り組んでいるか

Incident Command System（ICS）を
使いこなし、緊急時対応力を向上させてい
るか

ハザード分析を行い対策を進めているか

国内外の運転経験（OE）情報を活用して
いるか

多くの質の良い安全向上の提案があり迅
速に実現しているか

管理職は、発電所現場観察（MO）を行い
改善を積み重ねているか

原子力リーダーは、安全に関するメッセー
ジ（Message）を発信し、社員に理解され
ているか

経営層の安全意識が向上し、組織全体に
安全文化が浸透しているか

経時変化が
プラス傾向

対策4
リスクコミュニケーション活動

の充実

•リスク情報の開示に消極的

対
話
力
の
不
足

技
術
力
の
不
足

•過度のメーカ・協力企業依存によ
り、直営の設計・施工能力や、発
電所のシステム全体を俯瞰する能
力が不足

•国内外の運転経験（OE）情報を活
用したリスク対処に消極的

•緊急時訓練が形骸化し、事故に対
する想像力や対応力が不足

安
全
意
識
の
不
足

•経営層は、「安全は既に確立され
たもの」と思い込み、日々向上させ
るべきとの認識が不足し、原子力
のリスクを過小評価

事故の根本原因（事故前の姿）

対策5
緊急時対応力（組織）の強化

対策6
緊急時対応力（個人）
および現場力の強化

6つの対策 目標値

対策1 
経営層からの改革

対策2 
経営層への監視・支援強化

70ポイント
以上

70ポイント
以上

対策3
深層防護提案力の強化

70ポイント
以上

移動平均が
プラス傾向
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平成 27 年 2 月 3 日 
原子力改革監視委員会事務局 

 
原子力安全改革プラン進捗報告（2014 年度第 3 四半期）に関する 

クライン委員長のコメント 
 

 

1. 原子力安全文化 
● 原子力安全文化は、現場第一線の管理者や作業員まで浸透させることが重要であ

る。1 月に発生した死亡災害に関しては、このような事故を二度と繰り返さないため

に、徹底的な根本原因分析が必要である。 
● 東京電力は、現場第一線まで「工程」よりも「安全」が優先であることを示さなけれ

ばならない。 
 
2. 福島第一原子力発電所 

● 東京電力は、タンク汚染水の全量処理が当初の期限に間に合わないことを公表し

たが、これは汚染水処理において「工程」よりも「安全」を重視したという意味で、前

向きなことと捉えている。 
● 4 号機使用済燃料の取り出しが安全に終了したことは、大きな前進と評価できる。

また、東京電力が途中作業を止めて、より安全な方法を決定するプロセスを取った

ことは、安全文化の浸透を明示するものである。 
 
3. 柏崎刈羽原子力発電所 

● 柏崎刈羽では高台に貯水池を造り、重力により炉心と使用済燃料を冷却するシス

テムを構築するなど、深層防護の考え方に基づいた安全対策が着実に進められて

いることは評価できる。 
● 東京電力は、世界の好事例をベンチマークするとともに、福島の教訓を踏まえた取

り組みや改善を世界に発信するなど、国際的な双方向の対話が重要である。日本

は世界から学び、世界は日本から学ぶ必要がある。 
 
4. 重要評価指標（KPI） 

● 今回、東京電力が定量的な評価が難しい改革の実現度合いを測る KPI を作成した

ことは、大きな前進と評価できる。原子力改革監視委員会としては、KPI による安全

文化の測定と KPI を活用した改善がうまく機能していくか監視していく。 
 

以 上 
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（コメント） 

 

柏崎刈羽原子力発電所地下式フィルタベント設備に係る 

柏崎市からの事前了解について 

 

平成 27 年 2 月 4 日 

東京電力株式会社    

代 表 執 行 役 社 長 

廣 瀬 直 己 

 

平成 27 年２月３日、柏崎市から、柏崎刈羽原子力発電所６，７号機におけ

る地下式フィルタベント設備について、安全協定に基づく事前了解をいただき

ました。 

会田柏崎市長をはじめ関係者の皆さまに、心から御礼を申し上げます。 

 

この度のご了解にあたり、柏崎市長より、新規制基準への適合性の確認、

地域のご理解を求めるための取り組み、運用方法についての十分な協議を

行うことを求められております。 

当社としましては、今回の地下式フィルタベントも含め、具体的な運用

について、国や自治体の皆さまと十分に調整させていただきます。また、

発電所のより一層の信頼性向上のための安全対策に引き続き取り組み、地

域の皆さまに対してきめ細かく分かりやすい情報発信や説明を行っていく

よう努めてまいります。 

 

以 上 
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中津川第一発電所の導水路からの溢水に係る報告書の 

経済産業省関東東北産業保安監督部東北支部への提出について 

 
平成 27 年１月 29 日 

東京電力株式会社 

 

 当社は、平成 27 年１月 15 日、経済産業省関東東北産業保安監督部東北支部から、

中津川第一発電所（新潟県中魚沼郡津南町）の導水路からの溢水に係る報告徴収の指

示をいただきました。           （平成 27 年１月 15 日お知らせ済み） 

 
 その後、中津川第一発電所の導水路から溢水した原因を究明し、再発防止対策を検

討した内容を取りまとめ、本日、経済産業省関東東北産業保安監督部東北支部に報告

しましたのでお知らせいたします。 
 
 このたびは、当社中津川第一発電所の導水路から溢水したことにより、近隣の皆さ

まをはじめ、広く社会の皆さまにご心配とご迷惑をおかけしたことにつきまして、改

めて心よりお詫び申し上げます。 
 
 当社といたしましては、二度と同様の事故を起こさないための再発防止対策に全力

で取り組むとともに、さまざまな自然災害に対する備えを徹底し、安全で皆さまに安

心いただける発電所を目指してまいります。 
 
なお、湯沢発電所の建屋屋根が崩落した事故につきましては、原因と再発防止対策

を取りまとめ、改めてお知らせいたします。 
 
○ 添付資料 
・電気事業法第 106 条第３項の規定に基づく報告徴収に対する報告について（概要） 
・電気事業法第 106 条第３項の規定に基づく報告徴収に対する報告について（本文） 
 
（経済産業省関東東北産業保安監督部東北支部からの指示事項） 

平成 26 年 12 月 18 日に発生した国道 405 号線（新潟県）における土砂崩れ事故は、東京電力

株式会社中津川第一発電所導水路からの溢水が要因となった可能性があり、一部孤立集落が発

生するなど地域社会に大きな不安を与えた。 

今後の再発防止を図る観点から、以下の項目について調査の上、平成 27 年１月 30 日までに

関東東北産業保安監督部東北支部に報告すること。 

 

１．事故の状況（事故発生前における運転状況、体制等を含む。） 

２．他に与えた被害の状況及び貴社の対応状況（道路等の復旧状況を含む。） 

３．事故原因分析（調査の方法、事故時の判断・対応、技術基準適合状況及び保安規程遵守状 

況を含む。） 

 ４．再発防止対策（他の水力発電所を含む。） 

 

以 上 
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１ ２ ３ ４

⑧海側遮水壁

⑤陸側遮水壁

④建屋近傍の井戸
（サブドレン）

③地下水バイパス

②トレンチ内高濃度
汚染水除去

⑥土壌浸透を抑える
敷地舗装

⑦地盤改良

地
下
水
の
流
れ ①多核種除去設備

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

⑨タンク設置
予定地

１ ２ ３ ４

⑧海側遮水壁

⑤陸側遮水壁

④建屋近傍の井戸
（サブドレン）

③地下水バイパス

②トレンチ内高濃度
汚染水除去

⑥土壌浸透を抑える
敷地舗装

⑦地盤改良

地
下
水
の
流
れ ①多核種除去設備

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

⑨タンク設置
予定地

廃炉・汚染水対策の概要 ２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

燃料デブリ
（溶融燃料）取り出し

原子炉施設の解体等

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

保管／搬出燃料取り出し
燃料取り出し
設備の設置

瓦礫撤去、
除染

「汚染水対策」の３つの基本方針と主な作業項目

保管／搬出
燃料デブリ
取り出し

止水、水張り
除染、

漏えい箇所調査

解体等
設備の設計

・製作
シナリオ

・技術の検討

１、２号機 ３号機 ４号機

１～３号機

方針１．汚染源を取り除く

～事故で溶けた燃料を冷やした水と地下水が混ざり、１日約４００トン(注２)の汚染水が発生しており、下記の３つの基本方針に基づき対策を進めています～

方針２．汚染源に水を近づけない

方針３．汚染水を漏らさない

③地下水バイパスによる地下水汲み上げ

④建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ

⑤凍土方式の陸側遮水壁の設置

⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装

⑦水ガラスによる地盤改良

⑧海側遮水壁の設置

⑨タンクの増設（溶接型へのリプレイス等）

多核種除去設備（ALPS）等
• タンク内の汚染水から放射性物質を除去しリスクを低  

減させます。
• 汚染水に含まれる62核種を告示濃度限度以下まで低  

減することを目標としています（トリチウムは除去で  
きない）。

• さらに、東京電力による多核種除去設備の増設（平成  
26年９月から処理開始）、国の補助事業としての高  
性能多核種除去設備の設置（平成26年10月から処理  
開始）等により、汚染水の処理を進めています。

(高性能多核種除去設備
の設置状況)

凍土方式の陸側遮水壁

• 建屋を陸側遮水壁で囲み、建屋への地下水流入  
を抑制します。

• 平成25年８月から現場にて試験を実施してお  
り、平成26年6月に着工しました。今年度中  
に遮水壁の造成に向けた凍結開始を目指します。

凍結プラント

陸側遮水壁

海側遮水壁

• １～４号機海側に遮水壁を設置し、汚染された地下水の  
海洋流出を防ぎます。

• 遮水壁を構成する鋼管矢板の打設は一部を除き完了（9  
８％完了）。閉合時期については調整中です。

(設置状況)

使用済燃料プールからの燃料取り出し

平成26年12月22日に４号機の全ての燃料  
取り出しが完了しました。
平成25年11月18日より４号機使用済燃料プールからの  
燃料取り出しを開始し、平成26年11月5日に使用済燃料  
の取り出しが、平成26年12月22日に新燃料の取り出し  
が完了しました。

(燃料取り出し状況)

移送済み燃料（体）

（注１）事故により溶け落ちた燃料。

～４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しが完了しました。１～３号機の燃料取り出し、燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています～

（注３）配管などが入った地下トンネル。

(延長：約1,500m)

1533/1533
取り出し完了燃料（体）

（H26/12/22燃料取り出し完了）

2017年度以降  
原子炉格納容器下部の  
止水工事着手（検討中）

（注２）地下水バイパスや建屋止水工事などの対策により、減少傾向となっています。

１号機：2017年度  燃料取り出し開始（検討中）  
２号機：2017年度以降  燃料取り出し開始（検討中）  
３号機：2015年度  燃料取り出し開始（予定）  
４号機：2014年  燃料取り出し完了

①多核種除去設備等による汚染水浄化

②トレンチ(注３)内の汚染水除去

1



建屋カバー
使用済燃料
プール(SFP)

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

圧力抑制室  
(S/C)

注水

ベント管

トーラス  
室

原子炉建屋(R/B)

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

2号機 3号機 4号機

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

燃料取り出し用カバー

1号機

392体 615体
注水

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全  

第一

福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

566体

陸
側
遮
水
壁

940<594>/1549

凍結管削孔<設置>(本)

削孔 約 61% ・設置 約 38% 完了
（1/28時点）

取り組みの状況
◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月、約10℃～約40℃※１で推移しています。

また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく
※２

、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。
※１  号機や温度計の位置により多少異なります。

※２  １～４号機原子炉建屋からの現時点での放出による、敷地境界での被ばく線量は最大で年間0.03ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄと評価しています。これは、自然放射線による被ばく線量(日本平均：年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)の約70分の1です。

東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

廃炉・汚染水対策
福島評議会の開催

1/7に第6回会合（福島市）を開催し、  
中長期ロードマップ改訂の考え方を紹  
介し、地元からご意見を頂きました。

頂いたご意見を踏まえて、ロード  
マップ改訂作業を進めてまいります。

セシウム吸着装置（KURION/SARRY）による
ストロンチウム除去運転を開始

建屋より移送した汚染水からセシウムを取り除  
くセシウム除去装置（キュリオン（KURION）と  
サリー（SARRY））にて、ストロンチウムも除  
去できるよう改造し、12/26より運転を開始し  
ました。

ストロンチウムの除去性能が目標を達成するこ  
とを確認できたため、1/19以降は、新たにRO濃  
縮塩水（ストロンチウム処理の必要な汚染水でタ  
ンク内に貯蔵）が発生することはなくなりました。

1533/1533
取り出し完了燃料（体）

（H26/12/22燃料取り出し完了）

１号機原子炉内
燃料デブリ調査開始

１号機原子炉内の燃料デブ  
リの有無を調査するため、宇  
宙線由来のミュオン（素粒子  
の一種）を用いた測定を今後  
開始する予定です。

調査結果は燃料デブリ取り  
出し工法の検討に活かします。

３号機海水配管トレンチ
トンネル部の
充填開始
３号機のタービン建屋から  

海側に伸びる海水配管トレン  
チ注について、２号機の海水  
配管トレンチと同様の方法で、  
トンネル部の充填を今後開始  
します。

２号機原子炉内
故障温度計の
引き抜き完了

タンク天板部からの
作業員の転落による

死亡災害

ＲＯ濃縮水処理設備の
運転開始

多核種除去設備(ALPS)に加え、  
ストロンチウムを除去する複数の  
浄化設備の設置を行い、タンク内  
の汚染水の処理を進めています。

新たにRO濃縮水処理設備を設  
置し、1/10より汚染水の処理を  
開始しました。

引き続き、多重的な対策により  
汚染水のリスク低減を図ります。

平成26年2月に故障した温  
度計の引き抜きのため、1/14  
より錆除去剤を注入し1/19に  
引き抜きが完了しました。

今後、今年度中に温度計を  
再設置予定です。

雨水受けタンク設置工事において、  
1/19にタンク内面を検査するための準  
備作業を実施していた作業員が、当該  
タンク天板（高さ：約10ｍ）から転落  
し、1/20に亡くなるという災害が発生  
しました。

1/21より全ての構内作業を中止し、  
安全点検を実施しています。

今回の災害の発生原因について詳細  
に調査するとともに、再発防止に努め  
ることとしています。

＜水処理設備  全体イメージ＞

汚染水処理の
見通し

多核種除去設備(ALPS)等  
により汚染水の処理を進めて  
いますが、現時点のペースで  
処理した場合、年度内の汚染  
水全量処理は難しく、処理完  
了は5月中になる見通しです。

具体的な全量処理完了時期  
は3月中旬までに明らかにし  
ます。

注）トレンチ；配管やケーブルが通るトンネル

３号機海水３号機海水

配管トレンチ配管トレンチ
立坑

Ａ

立坑
Ｂ

立坑
Ｃ

立坑
Ｄ

トンネルＢ

ト
ン
ネ
ル
Ａ

ト
ン
ネ
ル
Ｃ

３号機タービン建屋

３号機海水３号機海水

配管トレンチ配管トレンチ
立坑

Ａ

立坑
Ｂ

立坑
Ｃ

立坑
Ｄ

トンネルＢ

ト
ン
ネ
ル
Ａ

ト
ン
ネ
ル
Ｃ

３号機タービン建屋

＜３号機海水配管トレンチ＞
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主な取り組み  構内配置図

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

１
号

２
号

６
号

５
号

３
号

４
号

敷地境界

海水配管  
トレンチ

MP-1

MP-2

MP-3
MP-4

MP-5

MP-6

MP-7

MP-8

※モニタリングポスト（MP-1～MP-8）のデータ

敷地境界周辺の空間線量率を測定しているモニタリングポスト(MP)のデータ（10分値）は1.053μSv/h～3.963μSv/h（2014/12/24～2015/1/27）。

MP-2～MP-8については、空間線量率の変動をより正確に測定することを目的に、2012/2/10～4/18に、環境改善（森林の伐採、表土の除去、遮へい壁の設置）の工事を実施しました。

環境改善工事により、発電所敷地内と比較して、MP周辺の空間線量率だけが低くなっています。

MP-No.6については、さらなる森林伐採等を実施した結果、遮へい壁外側の空間線量率が大幅に低減したことから、2013/７/10～７/11にかけて遮へい壁を撤去しました。

増設多核種
除去設備

高性能多核種
除去設備

多核種
除去
設備

RO濃縮水

処理設備

セシウム吸着装置
（KURION）

でのストロンチウム除去

第二セシウム吸着装置
（SARRY）

でのストロンチウム除去

モバイル型
ストロンチウム

除去装置

モバイル型
ストロンチウム

除去装置

３号機海水配管トレンチ
トンネル部の充填開始

廃炉・汚染水対策
福島評議会の開催

１号機原子炉内
燃料デブリ調査開始

２号機原子炉内
故障温度計の
引き抜き完了

タンク天板部からの
作業員の転落による死亡災害

ＲＯ濃縮水処理設備  
の運転開始 セシウム吸着装置による

ストロンチウム  
除去運転を開始

汚染水処理の見通し
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Ⅰ．原子炉の状態の確認 
１．原子炉内の温度 

注水冷却を継続することにより、原子炉圧力容器底部温度、格納容器気相部温度は、号機や温度

計の位置によって異なるものの、至近１ヶ月において、約 10～40 度で推移。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．原子炉建屋からの放射性物質の放出 

１～４号機原子炉建屋から新たに放出される放射性物質による、敷地境界における空気中放射性

物質濃度は、Cs-134 及びCs-137 ともに約 1.4×10-9ベクレル/cm3と評価。放出された放射性物質に

よる敷地境界上の被ばく線量は 0.03ｍSv/年（自然放射線による年間線量（日本平均約 2.1mSv/年）

の約７０分の１に相当）と評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．その他の指標 

格納容器内圧力や、臨界監視のための格納容器放射性物質濃度（Xe-135）等のパラメータについ

ても有意な変動はなく、冷却状態の異常や臨界等の兆候は確認されていない。 

以上より、総合的に冷温停止状態を維持しており原子炉が安定状態にあることが確認されている。 
 

Ⅱ．分野別の進捗状況 

１．原子炉の冷却計画 

～注水冷却を継続することにより低温での安定状態を維持するとともに状態監視を補完する取組を継続～ 

 ２号機原子炉圧力容器底部温度計の交換 
・ H26 年 2 月に故障した原子炉圧力容器底部温度計の交換のため、H26 年 4 月に引き抜き作業を行

ったが引き抜けず作業を中断。錆の発生により固着または摩擦増加していた可能性が高い。 

・ 実規模配管にて、水素の発生しない錆除去剤を用いワイヤガイドを引き抜けることを確認

（H26/12/5）。現地にて 1/14 より錆除去剤を注入し、1/19 に故障した温度計を引き抜き完了。

今後、新規温度計挿入の工法検討、訓練等を行い、今年度中に温度計を再設置予定。 
 

２．滞留水処理計画 

～地下水流入により増え続ける滞留水について、流入を抑制するための抜本的な対策を図るとともに、水処理施

設の除染能力の向上、汚染水管理のための施設を整備～ 

 地下水バイパスの運用状況 
・ H26/4/9 より 12 本ある地下水バイパス揚水井の各ポンプを順次稼動し、地下水の汲み上げを開

始。H26/5/21 より内閣府廃炉・汚染水対策現地事務所職員の立ち会いの下、排水を開始。1/28

までに 73,806m3を排水。汲み上げた地下水は、一時貯留タンクに貯留し、水質が運用目標を満

足していることを東京電力及び第三者機関（日本分析センター）で確認した上で排水。 

・ 地下水バイパスや高温焼却炉建屋の止水対策等により、これまでのデータから評価した場合、

建屋への地下水流入量が約 100m3/日減少していることを確認（図 1参照）。 

・ 観測孔の地下水位が、地下水バイパスの汲み上げ開始前と比較し約 10～15cm 程度低下している

ことを確認。 

・ 流量の低下が確認されている揚水井No.10,12 について清掃のため地下水汲み上げを停止

（No.10: 1/13～,No.12:H26/12/12～H27/1/6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 陸側遮水壁の造成状況 
・ １～４号機を取り囲む陸側遮水壁(経済産業省の補助事業)の造成に向け、凍結管設置のための

削孔工事を開始（H26/6/2～）。1/28 時点で 1,144 本削孔完了（凍結管用：940 本／1,549 本、

測温管用：204 本／321 本）、凍結管 594 本／1,549 本建込（設置）完了（図 2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

10/26 11/5 11/15 11/25 12/5 12/15 12/25 1/4 1/14 1/24 2/3

℃

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

10/26 11/5 11/15 11/25 12/5 12/15 12/25 1/4 1/14 1/24 2/3

℃

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

７
月

９
月

１
１月 １

月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１月 １

月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１月 １

月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１月 １

月

被
ば

く
線

量
（m

S
v
/
年

）

1.7

y = 2.8356x + 291.62

R2 = 0.5023

y = 1.8914x + 277.93

R
2
 = 0.4793

y = 1.2811x + 255.33

R2 = 0.4895

100

200

300

400

500

600

700

800

40 60 80 100 120 140 160 180 200

10日降雨量(mm)

地
下

水
流

入
他

(m
3/

日
)

0
0 20

H24.1.3～H26.1.28 (対策前)

H26.4.15～7.29(除くH26.5.13～6.3) (HTI止水後)

H26.7.29～ (至近データ)

409m3/日

356m3/日

308m3/日

約100m3/日

浪江平年10日降水量

=41mm/10日

y = 2.8356x + 291.62

R2 = 0.5023

y = 1.8914x + 277.93

R
2
 = 0.4793

y = 1.2811x + 255.33

R2 = 0.4895

100

200

300

400

500

600

700

800

40 60 80 100 120 140 160 180 200

10日降雨量(mm)

地
下

水
流

入
他

(m
3/

日
)

0
0 20

H24.1.3～H26.1.28 (対策前)

H26.4.15～7.29(除くH26.5.13～6.3) (HTI止水後)

H26.7.29～ (至近データ)

409m3/日

356m3/日

308m3/日

約100m3/日

浪江平年10日降水量

=41mm/10日

格納容器気相部温度（至近３ヶ月） 

※トレンドグラフは複数点計測している温度データの内、一部のデータを例示 

原子炉圧力容器底部温度（至近３ヶ月）

１～４号機原子炉建屋からの放射性物質（セシウム）による敷地境界における年間被ばく線量評価 

（注）線量評価については、施設運営計画と月例報告とで異なる計算式及び係数を使用していたことから、H24 年 9 月に評価方法の統一を図っている。 

   ４号機については、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を踏まえ、H25 年 11 月より評価対象に追加している。 

（参考） 

※周辺監視区域外の空気中の濃度限度： 

[Cs-134]：2×10-5ベクレル/cm3、 

[Cs-137]：3×10-5ベクレル/cm3 

※１Ｆ敷地境界周辺のダスト濃度「実測値」： 

[Cs-134]：ND（検出限界値：約 1×10-7ベクレル/cm3）、 

[Cs-137]：ND（検出限界値：約 2×10-7ベクレル/cm3） 

※モニタリングポスト（MP1～MP8）のデータ 

敷地境界周辺の空間線量率を測定しているモニタリングポスト

(MP)のデータ（10 分値）は 1.053μSv/h～3.963μSv/h（2014/12/24

～2015/1/27） 

なお、MP2～MP8 空間線量率の変動をより正確に測定することを目的

に、環境改善（周辺の樹木伐採、表土の除去、遮へい設置）を実施

済み。 

原子炉注水温度： 
1号機 

2号機 

3号機 

気 温  ： 
1号機 

3号機

原子炉注水温度： 

2号機 

H26年 H25年 H24年 H23年 

  気 温  ： 

図2：陸側遮水壁削孔工事・凍結管設置工事の状況 
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凍結管削孔：31/31本
測温管削孔：6/6本 
凍結管建込：0/31本 

凍結管削孔：115/125本
測温管削孔：26/27本 
凍結管建込：74/125本 

凍結管削孔：19/19本
測温管削孔：5/5本 
凍結管建込：18/19本

凍結管削孔：192/196本 
測温管削孔：42/42本 
凍結管建込：104/196本 

凍結管削孔：75/75本 
測温管削孔：16/16本 
凍結管建込：75/75本 

凍結管削孔：194/221本 
測温管削孔：41/4４本 
凍結管建込：164/221本 

凍結管削孔：144/190本 
測温管削孔：34/41本 
凍結管建込：30/190本 

凍結管削孔：100/104本
測温管削孔：21/21本 
凍結管建込：93/104本 

凍結管削孔：67/73本
測温管削孔：13/14本 
凍結管建込：36/73本 

凍結管削孔：3/75本
測温管削孔：0/15本 
凍結管建込：0/75本 

図1：建屋への流入量評価結果 

H27.1.22 現在

：H24.1.3～H26.1.28 データ回帰直線(対策前)

：H26.4.15～H26.7.29 データ回帰直線(HTI止水後)

：H26.7.29～データ回帰直線（至近データ）

：H24.1.3～H26.1.28 データ回帰直線(対策前)

：H26.4.15～H26.7.29 データ回帰直線(HTI止水後)

：H26.7.29～データ回帰直線（至近データ）

H27年 
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 多核種除去設備の運用状況 
・ 多核種除去設備（既設・増設・高性能）は放射性物質を含む水を用いたホット試験を実施中（既

設Ａ系：H25/3/30～、既設Ｂ系：H25/6/13～、既設Ｃ系：H25/9/27～、増設Ａ系：H26/9/17～、

増設Ｂ系：H26/9/27～、増設Ｃ系：H26/10/9～、高性能：H26/10/18～）。これまでに多核種除

去設備で約 196,000m3、増設多核種除去設備で約 64,000m3、高性能多核種除去設備で約 18,000m3

を処理（1/22 時点、放射性物質濃度が高い既設Ｂ系出口水が貯蔵されたJ1(D)タンク貯蔵分約

9,500m3を含む）。 

 タンク内にある汚染水のリスク低減に向けて 
・ RO濃縮塩水からストロンチウムを取り除くRO濃縮水処理設備の処理を開始（1/10）。1/22 時点

で約 8,000m3を処理。 

・ タンクに貯留しているRO濃縮塩水を浄化するため、G4 南エリアにてモバイル型ストロンチウム

除去装置の処理運転を実施中（G4 南エリア：H26/10/2～）。1/22 までに約 4,000m3の汚染水を処

理。1/22 時点で約 4,000m3の汚染水を処理中。 

・ セシウム吸着装置（KURION）でのストロンチウム除去(1/6～)、第二セシウム吸着装置（SARRY）

でのストロンチウム除去(H26/12/26～)を開始。処理済み水のストロンチウム濃度低下を確認

(1/19)。以降、処理後の水をストロンチウム処理水としてタンクに貯蔵開始。RO濃縮塩水の追

加発生が無くなった。1/22 時点で約 1,000m3を処理。 

 汚染水処理の見通し 
・ 多核種除去設備等により汚染水の処理を進めているが、現時点のペースで処理した場合、年度

内の汚染水全量処理は難しく、処理完了は 5月中になる見通し。 

・ 具体的な全量処理完了時期は 3月中旬までに明らかにする。 

 タンクエリアにおける対策 
・ 汚染水タンクエリアに降雨し堰内に溜まった雨水のうち、暫定排水基準を満たさない雨水につ

いて、H26/5/21 より雨水処理装置を用い放射性物質を除去し敷地内に散水（1/26 時点で累計

13,820m3）。 

 海水配管トレンチの汚染水除去 
・ ２号機海水配管トレンチは、H26/12/18 にトンネル部の充填が完了。H26/12/24 及び H27/1/20

に立坑から揚水し、トンネル部における連通状況を確認。立坑の充填にあたり、止水状況を確

認しつつ進める。 

・ ３号機海水配管トレンチは、今後トンネル部の充填を開始する予定。 

・ ４号機海水配管トレンチは、タービン建屋側に閉塞材料が流入しないよう、建屋とトレンチの

連通の阻害を図り、その後内部充填を実施予定。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 図5：4号機海水配管トレンチ断面図 

  

 ３．放射線量低減・汚染拡大防止に向けた計画 
 ～敷地外への放射線影響を可能な限り低くするため、敷地境界における実効線量低減や港湾内の水の浄化～ 
 

 １～４号機タービン建屋東側における地下水・海水の状況  
・ １号機取水口北側護岸付近において、地下水観測孔No.0-1-2、No.0-4 のトリチウム濃度がH26

年 7 月から上昇傾向にあり、現在はそれぞれ 10,000 Bq/L程度、23,000Bq/L程度で推移。No.0-3-2

より 1m3/日の汲み上げを継続。 

 

 

 
・ １、２号機取水口間護岸付近において、地下水観測孔No.1-6 の全β濃度がH26 年 10 月に 780 万

Bq/Lに上昇したが、現在は 50 万Bq/L程度で推移。地下水観測孔No.1-8 のトリチウム濃度は 1

万Bq/L前後で推移していたが、H26 年 6 月以降大きく上下し、現在 3 万Bq/L程度。地下水観測

孔No.1-17 のトリチウム濃度は 1万Bq/L前後であったが、H26 年 10 月以降上昇し 16 万Bq/Lとな

ったが、現在 4 万Bq/L前後で推移。全β濃度はH26 年 3 月より上昇傾向にあり 10 月までに 120

万Bq/Lまで上昇したが、現在は 20 万Bq/L前後で推移。ウェルポイントからの汲み上げ（10m3/

日）、地下水観測孔No.1-16 の傍に設置した汲上用井戸No.1-16(P)からの汲み上げ（1m3/日）を

継続。 

図3：水処理設備 全体イメージ 
 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2
0
1
4
/
1
/
2
1

2
0
1
4
/
2
/
1
8

2
0
1
4
/
3
/
1
8

2
0
1
4
/
4
/
1
5

2
0
1
4
/
5
/
1
3

2
0
1
4
/
6
/
1
0

2
0
1
4
/
7
/
8

2
0
1
4
/
8
/
5

2
0
1
4
/
9
/
2

2
0
1
4
/
9
/
3
0

2
0
1
4
/
1
0
/
2
8

2
0
1
4
/
1
1
/
2
5

2
0
1
4
/
1
2
/
2
3

2
0
1
5
/
1
/
2
2

-30000

-24000

-18000

-12000

-6000

0

6000

12000

18000

24000

30000

Sr処理水(セシウム／第二セシウム吸着装置)
Sr処理水(RO濃縮水処理設備)
Sr処理水(モバイル型Sr処理装置)
処理水(高性能　検証試験装置)
処理水(高性能多核種除去設備処理済水)
処理水(増設多核種除去設備処理済水)
処理水(既設多核種除去設備処理済水)
濃縮塩水[②-c]
濃縮塩水[②-c]増減量
処理水及びSr処理水([②-c]＋[②-d])増加量

処
理
水
タ
ン
ク
貯
蔵
量

万m3
濃縮塩水及び処理水、Sr処理水の推移

週
増

減
量

m3/週＊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ２、３号機取水口間護岸付近において、ウェルポイントのトリチウム濃度、全β濃度はH26 年

11 月より低下し、現在トリチウム濃度 3,000Bq/L程度、全β濃度 4 万Bq/L程度で推移。地盤改

良部のモルタルによるかさ上げのため、ウェルポイントの汲み上げ量を 50m3/日に増加

（H26/10/31～）。1/8 より地盤改良部のモルタル嵩上げを開始。 

・ ３、４号機取水口間護岸付近の地下水放射性物質濃度は、H26 年 12 月までと同様に各観測孔と

も低いレベルで推移。 

・ １～４号機開渠内の海側遮水壁外側の放射性物質濃度は、H26 年 12 月までと同様に東波除堤北

側と同レベルの低い濃度で推移。 
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図4：滞留水の貯蔵状  況

H27.1.22 現在

 ＊2015/1/1 より集計日を変更（火曜日→木曜日） 
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・ 港湾内海水の放射性物質濃度は H26 年 12 月までと同様に緩やかな低下傾向が見られる。  

※  “<○”は検出限界以下を示す。
※ 単位： Bq/L
※ トリチウム試料は試料採取日
    に示された日付より前に採取
    された試料であることがある。
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　　　　Cs-137：       90Bq/㍑
　　　　Sr-90　：       30Bq/㍑
　　　　H-3　 　：60,000Bq/㍑
　　　※Sr-90は全β濃度からK-40の寄
　　　　 与分を差し引いた値の1/2とした 1月19日
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36
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・ 港湾口及び港湾外についてはこれまでの変動の範囲で推移。  

・ 海底土舞い上がりによる汚染の拡散を防止するための港湾内海底土被覆工事を実施中（H26 年

度末完了予定）。H26/12/14 よりエリア②を被覆中。1/27 時点で約 44%完了（図 9参照）。なお、

取水路開渠の海底については H24 年までに被覆済み。 

 

 

 

・ セシウム吸着繊維とストロンチウム吸着繊維を取り付けたカーテン状ネットを海側遮水壁開口

部に設置(1/15)。 
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※ 単位： Bq/L
※ トリチウム試料は試料採取日に示され
　 た日付より前に採取された試料である
　 ことがある。
※観測孔No.の横の「○m」は観測孔の
　 深さを示す。
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図7：港湾周辺の海水濃度 
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図8：海側遮水壁工事の進捗状況 

図6：タービン建屋東側の地下水濃度 

＜２、３号機取水口間、３、４号機取水口間＞ 

被覆済み 
被覆済み 

図9：港湾内海底土被覆の進捗状況 
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４．使用済燃料プールからの燃料取出計画 

～耐震・安全性に万全を期しながらプール燃料取り出しに向けた作業を着実に推進。４号機プール燃料取り出

しは平成 25 年 11 月 18 日に開始、平成 26 年 12 月 22 日に完了～ 

 ４号機使用済燃料プールからの燃料取り出し 
・ ４号機使用済燃料プールから共用プールへ輸送された漏えい燃料 2 体について、輸送後の状態

を確認するため、水中カメラによる外観点検及びファイバースコープによる漏えい燃料棒の調

査を実施（H26/12/17,18）。漏えい燃料を共用プールに保管するにあたって、被覆管の亀裂等に

よりペレットが散逸するといった事象の恐れがないと評価。 

 ３号機使用済燃料取り出しに向けた主要工事 
・ 使用済燃料プール内のガレキ撤去作業中に、撤去する予定であった燃料交換機の操作卓及び張

出架台が落下（H26/8/29）したため作業を中断していたが、H26/12/17 よりガレキ撤去作業を

再開。万一の落下対策の一つとして追加養生板を敷設（1/14～20）。今後、燃料交換機トロリ 2

階部分を撤去予定（図 10 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １号機使用済燃料取り出しに向けた主要工事 
・ 原子炉建屋最上階への飛散防止剤散布、ガレキ状況調査やダスト濃度調査を実施し、取り外し

ていた原子炉建屋カバーの屋根パネルを H26/12/4 に戻した。 

・ 3 月以降、再度屋根パネルを取り外し建屋カバーの解体を進める計画。 
 

５．燃料デブリ取出計画 

～格納容器へのアクセス向上のための除染・遮へいに加え、格納容器漏えい箇所の調査・補修など燃料デブリ

取り出し準備に必要となる技術開発・データ取得を推進～ 

 原子炉内燃料デブリ検知技術の開発 
・ 燃料デブリ取り出し工法の検討に必要な燃料デブリ位置、量を把握するため、宇宙線由来のミ

ュオン（素粒子の一種）による透視技術によるデブリ位置測定を行う計画。１号機において、

原子炉建屋外側の北西に検出器を設置し、ミュオン透過法による測定を今後開始する予定。 

 ３号機原子炉建屋１階の除染作業 
・ 今後の原子炉格納容器内部調査に向け、３号機原子炉建屋１階の線源特定調査を 12 月までに実

施。1/5 より中所除染装置による中所除染を実施中。 
 

６．固体廃棄物の保管管理、処理・処分、原子炉施設の廃止措置に向けた計画 

～廃棄物発生量低減・保管適正化の推進、適切かつ安全な保管と処理・処分に向けた研究開発～ 

 ガレキ・伐採木の管理状況 
・ H26 年 12 月末時点でのコンクリート、金属ガレキの保管総量は約 134,400m3（H26 年 11 月末と

の比較：＋2,500m3）（エリア占有率：56%）。伐採木の保管総量は約 79,700m3（H26 年 11 月末と

の比較：±0m3）（エリア占有率：58%）。ガレキの主な変動要因は、タンク設置関連工事など。 

 水処理二次廃棄物の管理状況 
・ 1/22 時点での廃スラッジの保管状況は 597m3（占有率：85%）。濃縮廃液の保管状況は 8,948m3（占

有率：45%）。使用済ベッセル・多核種除去設備の保管容器(HIC)等の保管総量は 1,621 体（占有

率：49%）。 
 

７．要員計画・作業安全確保に向けた計画 

～作業員の被ばく線量管理を確実に実施しながら長期に亘って要員を確保。また、現場のニーズを把握しなが

ら継続的に作業環境や労働条件を改善～ 

 要員管理 
・ １ヶ月間のうち１日でも従事者登録されている人数（協力企業作業員及び東電社員）は、H26

年 9 月～11 月の 1 ヶ月あたりの平均が約 13,900 人。実際に業務に従事した人数は 1 ヶ月あた

りの平均で約 11,000 人であり、ある程度余裕のある範囲で従事登録者が確保されている。 

・ 2 月の作業に想定される人数（協力企業作業員及び東電社員）は、平日１日あたり 6,770 人程

度※と想定され、現時点で要員の不足が生じていないことを主要元請企業に確認。なお、昨年度

以降の各月の平日１日あたりの平均作業員数（実績値）は約 3,000～6,900 人規模で推移（図

11 参照）。 
※：契約手続き中のため 2 月の予想には含まれていない作業もある。 

・ 福島県内・県外の作業員数ともに増加傾向にあるが、福島県外の作業員数の増加割合が大きい

ため、12 月時点における地元雇用率（協力企業作業員及び東電社員）は約 45%。 
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・ H25 年度、H26 年度ともに月平均線量は約 1mSv で安定している。（参考：年間被ばく線量目安

20mSv/年≒1.7mSv/月） 

・ 大半の作業員の被ばく線量は線量限度に対し大きく余裕のある状況である。 

図10：燃料交換機トロリ2階部撤去イメージ 

図 11：H25 年度以降各月の平日１日あたりの平均作業員数（実績値）の推移 
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図 12：作業員の月別個人被ばく線量の推移（月平均線量）
 （H23 年 3 月以降の月別被ばく線量） 
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 インフルエンザ・ノロウイルス感染予防・拡大防止対策 
・ H26 年 10 月よりインフルエンザ・ノロウイルス対策を実施。対策の一環として、協力企業作業

員の方を対象に 1F 新事務棟（H26/10/29～12/5）及び近隣医療機関（H26/11/4～H27/1/30）に

て、インフルエンザ予防接種を無料（東京電力が費用負担）で実施中。H27/1/27 時点で合計 8,445

人が接種を受けている。その他、日々の感染予防・拡大防止策（検温・健康チェック、感染状

況の把握）、感染疑い者発生後の対応（速やかな退所と入構管理、職場でのマスク着用徹底等）

等、周知徹底し、対策を進めている。 

 インフルエンザ・ノロウイルスの発生状況 
・ H26 第 47 週（H26/11/10～H26/11/17）～ H27 第 4 週（H27/1/19～H27/1/25）までに、インフル

エンザ感染者 279 人、ノロウイルス感染者 5 人。なお、昨シーズン同時期の累計は、インフル

エンザ感染者 39 人、ノロウイルス感染者 25 人。昨シーズン（H25/12-H26/5）の累計は、イン

フルエンザ感染者 254 人、ノロウイルス感染者 35 人。 

 新事務本館の進捗について 
・ 周辺建物との連携性を高め、効率的な業務運営を図ること、および敷地の有効利用を図るため、

建設敷地を変更。 

・ 干渉物の撤去・移設作業が多数発生したため、工程の見直しを実施。 

・ H27 年 6 月に本体工事着工、H28 年 8 月に完成の予定。 
 

８．その他 

 廃炉・汚染水対策福島評議会（第６回）の開催 
・ 1/7 に第６回会合（福島市）を開催し、中長期ロードマップ改訂の考え方を紹介し、地元から

ご意見を頂いた。頂いたご意見を踏まえて、ロードマップ改訂作業を進めていく。 

 雨水受けタンク天板部からの作業員の転落による死亡災害 
・ 雨水受けタンク設置工事において、1/19 にタンク水張り試験後にタンク内面を検査するための

準備作業を実施していた作業員が、当該タンク天板（高さ：約 10ｍ）から転落し、1/20 に亡く

なるという災害が発生。 

・ 1/21 より全ての構内作業を中止し、安全点検を実施している。 

・ 今回の災害の発生原因について詳細に調査するとともに、再発防止に努めることとしている。 
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出典：東京電力ホームページ福島第一原子力発電所周辺の放射性物質の分析結果
http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima‐np/f1/smp/index‐j.html

『最高値』→『直近(1/19-1/26採取)』の順、単位（ﾍﾞｸﾚﾙ／ﾘｯﾄﾙ）、検出限界値未満以下の場合はＮＤ(検出限界値)と標記
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：60 

 

(H25/  8/19) →

 

8.6

1/2以下

1/6以下

1/4以下

1/6以下

1/3以下

1/4以下

1/2以下

1/100以下

1/3以下

1/7以下

1/4以下

1/10以下

1/3以下

1/8以下

1/3以下

1/8以下

【港湾内北側】

1/5以下

1/6以下

1/4以下

1/10以下

1/2以下

1/2以下

1/7以下

【港湾内東側】

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

3.3 (H25/12/24) →

 

ND(1.2) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

7.3 (H25/10/11) →

 

ND(1.3)
全ベータ

 

：69

 

(H25/  8/19) →

 

ND(16)
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：68 

 

(H25/  8/19) →

 

2.7

1/2以下

1/5以下

1/4以下

1/20以下

ｾｼｳﾑ‐134 ：

 

2.0
ｾｼｳﾑ‐137 ：

 

5.9
全ベータ

 

：

 

53 
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

240 

ｾｼｳﾑ‐134 ：

 

ND(2.2)
ｾｼｳﾑ‐137 ：

 

6.7
全ベータ

 

：

 

49
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

360

ｾｼｳﾑ‐134 ：ND(2.2)
ｾｼｳﾑ‐137 ：

 

4.8 
全ベータ

 

：

 

53
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

340※ ※

※
※のモニタリングはH26年３月以降開始

ｾｼｳﾑ‐134 ：

 

28(H25/  9/16)→

 

2.4
ｾｼｳﾑ‐137 ：

 

53(H25/12/16)→

 

9.1
全ベータ

 

：

 

390(H25/  8/12)→

 

49
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

650(H25/  8/12)→

 

700

ｾｼｳﾑ‐134 ：

 

62(H25/  9/16)→

 

3.4
ｾｼｳﾑ‐137 ：

 

140(H25/  9/16)→

 

12
全ベータ

 

：

 

360(H25/  8/12)→

 

60
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

400(H25/  8/12)→

 

660

1/10以下

法令濃

 
度限度

WHO飲料

 
水ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

ｾｼｳﾑ134 ６０ １０

ｾｼｳﾑ137 ９０ １０

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ90

 

(全ﾍﾞｰﾀ値と
強い相関)

３０ １０

トリチウム ６万 １万

1/5以下

港湾内における海水モニタリングの状況（H25年の最高値と直近の比較）

注：海水の全ベータ測定値

 
には、天然のカリウム４０
（１２ﾍﾞｸﾚﾙ/ﾘｯﾄﾙ程度）によ

 
るものが含まれている。

1/10以下
1/6以下

1/10以下

1/7以下

【港湾内西側】

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND(1.6) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

4.3 
全ベータ

 

：

 

36
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

61 

【港湾口】

【港湾内南側】

【港湾中央】

１月１９日
採取

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

32

 

(H25/10/11) →

 

ND(2.3)
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

73

 

(H25/10/11) →

 

7.2
全ベータ

 

：320

 

(H25/  8/12) →

 

40
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：510 (H25/  9/  2) →

 

460

1/10以下

1/10以下

1/8以下

1/5以下
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【港湾口東側(沖合１ｋｍ)】

【南防波堤南側

 

(沖合０．５ｋｍ)】
【北防波堤北側(沖合０．５ｋｍ)】

１号機 ２号機 ３号機 ４号機

単位（ﾍﾞｸﾚﾙ／ﾘｯﾄﾙ）、検出限界値未満の場合はＮＤと標記し、（

 

）内は検出限界値、ND(H25)は２５年中継続してND

出典：東京電力ホームページ

 

福島第一原子力発電所周辺の放射性物質の分析結果

 

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/f1/smp/index-j.html

【5,6号機放水口北側】

【南放水口付近】

港湾外近傍における海水モニタリングの状況
（H25年の最高値と直近の比較）

1月28日
までの東電

 
データまとめ

【港湾口北東側(沖合１ｋｍ)】

【港湾口南東側

 

(沖合１ｋｍ)】

【港湾口】

海側遮水壁

シルトフェンス

（直近値
1/19 ‐

 

1/26採取）

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND (H25) → ND(0.70) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

ND (H25) → ND(0.74) 
全ベータ

 

：

 

ND

 

(H25) → ND(15) 
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

ND (H25) → ND(1.5) 

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND (H25)              → ND(0.76) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

1.6 (H25/10/18) → ND(0.67)
全ベータ

 

：

 

ND (H25)              → ND(15)
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

6.4 (H25/10/18) → ND(1.5)

1/2以下

1/4以下 ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND (H25) → ND(0.87) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

ND (H25) → ND(0.78) 
全ベータ

 

：

 

ND

 

(H25) → ND(15) 
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

ND (H25) → ND(1.5)
ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND (H25)            → ND(0.44) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

ND (H25)            → ND(0.70)
全ベータ

 

：

 

ND (H25)            → ND(15)
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

4.7 (H25/8/18) → ND(1.5) 1/3以下

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND (H25) → ND(0.77) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

ND (H25) → ND(0.65) 
全ベータ

 

：

 

ND

 

(H25) → ND(15) 
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

ND (H25) → ND(1.5) 

ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

3.3 (H25/12/24) →

 

ND(1.2) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

7.3 (H25/10/11) →

 

ND(1.3)
全ベータ

 

：69

 

(H25/  8/19) →

 

ND(16)
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：68 

 

(H25/  8/19) →

 

2.7

1/2以下

1/5以下

1/4以下

1/20以下ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

1.8 (H25/  6/21) → ND(0.73) 
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

4.5 (H25/  3/17) → ND(0.75)
全ベータ

 

：12

 

(H25/12/23) →

 

15
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

8.6 (H25/  6/26) →

 

ND(1.6)

1/3以下

1/6以下

1/2以下
ｾｼｳﾑ‐134

 

：

 

ND  (H25)               →

 

ND(0.79)
ｾｼｳﾑ‐137

 

：

 

3.0 (H25/  7/15)  →

 

ND(0.60)
全ベータ

 

：15

 

(H25/12/23) →

 

13
ﾄﾘﾁｳﾑ

 

：

 

1.9 (H25/11/25) →

 

ND(1.6)

法令濃

 
度限度

WHO飲料

 
水ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

ｾｼｳﾑ134 ６０ １０

ｾｼｳﾑ137 ９０ １０

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ90

 

(全ﾍﾞｰﾀ値と
強い相関)

３０ １０

トリチウム ６万 １万

1/5以下

注：海水の全ベー

 
タ測定値には、天

 
然のカリウム４０
（１２ﾍﾞｸﾚﾙ/ﾘｯﾄﾙ程

 
度）によるものが含

 
まれている。
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中長期ロードマップでは、ステップ２完了から２年以内（～2013/12）
に初号機の使用済燃料プール内の燃料取り出し開始を第１期の目標として
きた。2013/11/18より初号機である4号機の使用済燃料プール内の燃料
取り出しを開始し、第２期へ移行した。
燃料取り出し作業開始から１年以内となる2014/11/5に、プール内の
使用済燃料1,331体の共用プールへの移送が完了した。
残りの新燃料の6号機使用済燃料プールへの移送は、2014/12/22に完了。
(新燃料2体については燃料調査のため2012/7に先行して取り出し済)
これにより、４号機原子炉建屋からの燃料取り出しが完了した。
今回の経験を活かし１～３号機のプール燃料取り出しに向けた作業を進める。

燃料取り出し用カバー設置に向けて、構台設置作業完了（2013/3/13）。
原子炉建屋上部ガレキ撤去作業を完了（2013/10/11）し、現在、燃料取り出し用カバーや燃料取扱設備の
オペレーティングフロア（※１）上の設置作業に向け、線量低減対策（除染、遮へい）を実施中
（2013/10/15～）。使用済燃料プール内のガレキ撤去を実施中（2013/12/17～）。

２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
１／６

廃止措置等に向けた進捗状況：使用済み燃料プールからの燃料取り出し作業

原子炉建屋上部のガレキ撤去 燃料取り出し用カバーの設置

2012/12完了 2012/4～2013/11完了

１～３号機使用済燃料プール内の燃料の取り出し開始至近の目標

燃料取り出しまでのステップ カバー
（又はコンテナ）

使用済燃料
プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

2013/11～2014/12完了

３号機３号機

共用プール共用プール キャスク
ピット

キャスク
ピット貯蔵エリア

空きスペース

の確保

共用プール内空き
スペースの確保

（乾式キャスク仮保管設備への移送）

現在までの作業状況
・燃料取扱いが可能な状態まで共用プールの復

 

旧が完了（2012/11）
・共用プールに保管している使用済燃料の乾式

 

キャスクへの装填を開始（2013/6）
・4号機使用済燃料プールから取り出した燃料を

 

受入開始（2013/11）

1、２号機1、２号機

参考資料

クレーン

防護柵 モジュール

共用プールからの使用済燃料受け入れ

乾式キャスク（※２）

 

仮保管設備

乾式キャスク（※２）

仮保管設備

2013/4/12より運用開始、キャスク保管建屋より既設乾式キャスク全9

 

基の移送完了(2013/5/21)、共用プール保管中燃料を順次移送中。

放出抑制への取り組み

●１号機については、オペレーティング
フロア上部のガレキ撤去を実施するため、
原子炉建屋カバーの解体を計画。
建屋カバーの屋根パネル２枚を取り外し、
原子炉建屋最上階のガレキ状況調査等を
実施。ダスト飛散や使用済燃料プール内
燃料に直ちに損傷を与えるような状況は
確認されていない。
●２号機については、燃料デブリ取り出
し計画の変動による手戻りのリスクを
避けるため、取り出し開始時期に影響の
ない範囲で燃料取り出し計画を継続検討。

＜略語解説＞
（※１）オペレーティングフロア（オペフロ）：
定期検査時に、原子炉上蓋を開放し、炉内燃
料取替や炉内構造物の点検等を行うフロア。
（※２）キャスク：放射性物質を含む試料・機器
等の輸送容器の名称

燃料取り出し用カバーイメージ

４号機４号機

大型ガレキ撤去前 大型ガレキ撤去後

撮影：2012/2/21 撮影：2013/10/11

リスクに対してしっかり対策を打ち、
慎重に確認を行い、安全第一で作業を進める

燃料取り出し状況
４号機使用済燃料プール内の状況

原子炉建屋の健全性確認
2012/5以降、年４回定期的な点検を実

 

施。建屋の健全性は確保されていることを

 

確認。

傾きの確認（水位測定）

傾きの確認（外壁面の測定）

①飛散防止剤散布

②吸引器等でダスト

 

（塵・ほこり）を除去

③防風シートによ

 

りダストの舞い上

 

がりを防止

１号機建屋カバー解体
使用済燃料プール燃料・燃料デブリ取り出しの早期化
に向け、原子炉建屋カバーを解体し、オペフロ上のガ
レキ撤去を進める。建屋カバー解体後の敷地境界線量
は、解体前に比べ増加するものの、放出抑制への取り
組みにより、1～3号機からの放出による敷地境界線
量(0.03mSv/年)への影響は少ない。

④ モニターを追加設置してダスト監視体制を強化

【凡例】

 

：測定点

※写真の一部については、核物質防護などに関わる機微情報を含むことから修正しております。
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廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

１号機

タービン建屋

２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
２／６

格納容器内部調査に向けた装置の開発状況

燃料デブリ取り出しに先立ち、燃料デブリの位置等格納容器内の状況把握のため、内部調査を実施予定。

【調査概要】
・１号機X-100Bペネ(※5)から装置を投入し、時計回りと反時計回りに調査を行う。

【調査装置の開発状況】
・狭隘なアクセス口（内径φ100mm）から格納容器内に進入し、グレーチング上を安定走行可能な形状変形

機構を有するクローラ型装置を開発中であり、2015年度上期に現場での実証を計画。

格納容器内調査ルート（計画案）

原子炉建屋地下階３Ｄスキャン

原子炉建屋の地下階（トーラス室）上部を遠隔操作
ロボットを用いて、レーザスキャンで調査し、地下
階の３次元データを得た。

３次元データは、実測に基づく検討ができるため、
より詳細な装置のアクセス性や配置検討に利用
できる。

原子炉建屋１階の３次元データと組み合せて、
１階と地下階の干渉物を一度に確認することで
原子炉格納容器／真空破壊ライン補修装置の
設置位置等の検討を効率的に実施可能。

圧力抑制室（Ｓ／Ｃ（※１）

 

）上部調査による

漏えい箇所確認
１号機Ｓ／Ｃ上部の漏えい箇所を2014/5/27より調査し、上部にある
配管の内１本の伸縮継手カバーより漏えいを確認。他の箇所からの漏えいは
確認されず。
今後、格納容器の止水・補修に向けて、具体的な方法を検討していく。

建屋カバー

※プラント関連パラメータは２０１５年１月２８日１１：００現在の値

給水系：2.5m3/h
ＣＳ系：1.9m3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.03vol%
Ｂ系：0.02vol%

ＳＦＰ（※２）温度：13.0℃

PCV内温度：約16℃

原子炉建屋

タービン建屋水位：OP2,378三角コーナー水温：32.4～32.6℃（2012/9/20測定）

ＲＰＶ底部温度：約16℃

窒素封入流量
PCV（※４）：-Nm3/h

三角コーナー水位：OP3,910～4,420（2012/9/20測定）

PCV内雰囲気線量：
最大約11Sv/h

ＰＣＶ内水温：19.2℃ ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約2.8m

トーラス室水位：約OP3,700
（2013/2/20測定）

トーラス室雰囲気線量：
約180～920mSv/h（2013/2/20測定）

トーラス室滞留水温度：
約20～23℃（2013/2/20測定）

窒素封入流量
RPV（※３）：28.42Nm3/h

ﾎﾞｰﾄﾞｶﾒﾗ
※ｶﾞｲﾄﾞ
ﾊﾟｲﾌﾟ内
進行時に
使用。

複合ｹｰﾌﾞﾙ

変形

ｶﾞｲﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ走行時

ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ走行時

温度計
※ｶﾊﾞｰ内
に設置

調査用
ｶﾒﾗ

ｸﾛｰﾗ

（2個）

進行方向

ﾎﾞｰﾄﾞｶﾒﾗ
※ｶﾞｲﾄﾞ
ﾊﾟｲﾌﾟ内
進行時に
使用。

複合ｹｰﾌﾞﾙ

変形

ｶﾞｲﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ走行時

ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ走行時

温度計
※ｶﾊﾞｰ内
に設置

調査用
ｶﾒﾗ

ｸﾛｰﾗ

（2個）

進行方向

＜略語解説＞
（※１）Ｓ／Ｃ（Suppression Chamber）：

圧力抑制プール。非常用炉心冷却系の水源等として使用。
（※２）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：

使用済燃料プール。
（※３）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：

原子炉圧力容器。
（※４）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：

原子炉格納容器。
（※５）ペネ：ペネトレーションの略。格納容器等にある貫通部。

Ｓ／Ｃ上部調査イメージ図漏えい箇所

392体

 

走行台車 

３Ｄレーザ計測装置 

キャットウォーク

昇降マスト 

 

昇降マスト

走行台車

３Ｄレーザ計測装置

調査イメージ図 遠隔操作ロボット外観

３次元データ

 

イメージ図

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大5,150mSv/h（１階南東エリア）（2012/7/4測定）
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廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

原子炉圧力容器温度計・原子炉格納容器常設監視計器の設置
①原子炉圧力容器温度計再設置
・震災後に２号機に設置した原子炉圧力容器底部温度計が

故障したことから監視温度計より除外（2014/2/19）。
・2014/4/17に温度計の引き抜き作業を行ったが、引き抜け

なかったため作業を中断。錆除去剤を注入し、2015/1/19
に引抜完了。

・2014年度中に温度計を再設置する予定。
②原子炉格納容器温度計・水位計再設置
・格納容器常設監視計器の設置を試みたが、既設グレーチング

との干渉により、計画の位置に設置することが出来なかった
(2013/8/13)。

・2014/5/27に当該計器を引き抜き、2014/6/5、6に
再設置を実施。１ヶ月程度推移を確認し妥当性を確認。

・再設置時に格納容器内の水位を測定し、底部より約300mm
の高さまで水があることを確認。

格納容器内部調査に向けた装置の開発状況

燃料デブリ取り出しに先立ち、燃料デブリの位置等格納容器内の状況把握のため、内部調査を実施予定。

【調査概要】
・２号機X-6ペネ(※1)貫通口から調査装置を投入し、ＣＲＤレールを利用しペデスタル内にアクセスして

調査。

【調査装置の開発状況】
・2013/8に実施したＣＲＤレール状況調査で確認された課題を踏まえ、調査工法および装置設計を

進めており2015年度上期に現場実証を計画。

２号機

タービン建屋

２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
３／６

トーラス室壁面調査結果

・トーラス室壁面調査装置（水中遊泳ロボット、床面
走行ロボット）を用いて、トーラス室壁面の（東壁
面北側）を対象に調査。

・東側壁面配管貫通部（５箇所）の「状況確認」と
「流れの有無」を確認する。

・水中壁面調査装置（水中遊泳ロボット及び床面走行
ロボット）により貫通部の状況確認ができることを
実証。

・貫通部①～⑤について、カメラにより、散布したト
レーサ（※5）を確認した結果、貫通部周辺での流れは
確認されず。（水中遊泳ロボット）

・貫通部③について、ソナーによる確認の結果、貫通
部周辺での流れは確認されず。
（床面走行ロボット）

格納容器内調査の課題および装置構成（計画案）

＜略語解説＞
（※１）ペネ：ペネトレーションの略。格納容器等にある貫通部。

 

（※２）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool）

 

：使用済燃料プール。
（※３）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：原子炉圧力容器。

 

（※４）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：原子炉格納容器。

（※５）トレーサ：流体の流れを追跡するために使用する物質。粘土系粒子。※プラント関連パラメータは２０１５年１月２８日１１：００現在の値

２号機原子炉圧力容器
故障温度計

 

引抜作業状況

給水系：1.9m3/h
ＣＳ系：2.3m3/h

窒素封入流量
PCV（※４）：-Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.06vol%
Ｂ系：0.05vol%

ＳＦＰ（※２）温度：26.3℃

ＲＰＶ底部温度：約22℃ PCV内温度：約23℃

原子炉建屋

トーラス室水位：約OP3,270(2012/6/6測定)

ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約300mｍ

タービン建屋水位：OP2,535

PCV内雰囲気線量：
最大約73Sv/h

ＰＣＶ内水温：24.7℃

トーラス室雰囲気線量：30～118mSv/h(2012/4/18測定)
6～134mSv/h(2013/4/11測定)

三角コーナー水位：OP3,050～3,190（2012/6/28測定）

三角コーナー水温：30.2～32.1℃（2012/6/28測定）

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大4,400mSv/h（１階南側

 

上部ペネ（※１）表面）（2011/11/16測定）

窒素封入流量
RPV（※３）：15.95Nm3/h

水中遊泳ﾛﾎﾞｯﾄ

床面走行ﾛﾎﾞｯﾄ

貫通部③
R/B・ﾄｰﾗｽ室

T/B

東側壁

S/C

水中

水中遊泳ﾛﾎﾞｯﾄ

床面走行ﾛﾎﾞｯﾄ

R/B1階 （調査装置投入口）

トレーサ

ソナー

R/B・ﾄｰﾗｽ室

T/B

東側壁

S/C

水中

水中遊泳ﾛﾎﾞｯﾄ

床面走行ﾛﾎﾞｯﾄ

R/B1階 （調査装置投入口）

トレーサ

ソナー

貫通部①
（CUW-17）

貫通部②

（RCW-20）

貫通部③

（MSC-14）

貫通部④

（RCW-29）

貫通部⑤
（FPC-41）

北側 南側

貫通部①
（CUW-17）

貫通部②

（RCW-20）

貫通部③

（MSC-14）

貫通部④

（RCW-29）

貫通部⑤
（FPC-41）

北側 南側

トーラス室東側断面調査イメージ

調査対象貫通部

615体

ワイヤガイド付

 

温度計
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構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全

 

第一
福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

5 6 6

 

体

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

格納容器内部調査に向けた装置の開発状況

燃料デブリ取り出しに先立ち、燃料デブリの位置等格納容器内の状況把握のため、内部調査を実施予定。
格納容器内の水位が高く、１、２号機で使用予定のペネが水没している可能性があり、別方式を検討する
必要がある。
【調査及び装置開発ステップ】
（１）X-53ペネ(※4)からの調査

・PCV内部調査用に予定しているX-53ペネの水没確認を遠隔超音波探傷装置を用いて調査を実施
し、水没していないことを確認(2014/10/22～24)。

・2015年度上期目途にPCV内部調査を計画する。なお、ペネ周辺は高線量であることから、除染及び
遮へい実施の状況を踏まえ、遠隔装置の導入も検討する。

（２）X-53ペネからの調査後の調査計画
・X-6ペネは格納容器内水頭圧測定値より推定すると水没の可能性がありアクセスが困難と想定。
・他のペネからアクセスする場合、「装置の更なる小型化」、「水中を移動してペデスタルにアクセス」

等の対応が必要であり検討を行う。

２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
４／６

※プラント関連パラメータは２０１５年１月２８日１１：００現在の値

３号機

原子炉建屋

窒素封入流量
PCV（※３）：-Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.07vol%
Ｂ系：0.07vol%

窒素封入流量
RPV（※２）：17.0Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約19℃
PCV内温度：約19℃

トーラス室水位：約OP3,370(2012/6/6測定)

タービン建屋水位：OP2,558

トーラス室雰囲気線量：100～360mSv/h(2012/7/11測定)ＰＣＶ内水位：未確認

三角コーナー水位：OP3,150（2012/6/6測定）

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大4,780mSv/h（１階北東

 

機器ハッチ前）（2012/11/27測定）

ＳＦＰ（※１）温度：21.2℃

給水系：1.9m3/h
ＣＳ系：2.5m3/h

主蒸気隔離弁※室からの流水確認

３号機原子炉建屋１階北東エリアの主蒸気隔離弁室の扉付近から、
近傍の床ドレンファンネル（排水口）に向かって水が流れている
ことを2014/1/18に確認。排水口は原子炉建屋地下階につながっており、
建屋外への漏えいはない。

2014/4/23より、原子炉建屋2階の空調機械室から１階の主蒸気隔離弁室
につながっている計器用配管から、カメラによる映像取得、線量測定
を実施。2014/5/15に主蒸気配管のうち１本の伸縮継手周辺から水が流れ
ていることを確認した。

３号機で、格納容器からの漏えい箇所が判明したのは初めてであり、
今回の映像から、漏えい量の評価を行うとともに、追加調査の要否を検討する。
また、本調査結果をPCV止水・補修方法の検討に活用する。

建屋内の除染
・ロボットによる、原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施
（2012/6/11～15）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施
（2012/6/29～7/3）。
・建屋内除染に向けて、原子炉建屋
１階の干渉物移設作業を実施
（2013/11/18～2014/3/20）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

流水状況概略図

※主蒸気隔離弁：原子炉から発生した蒸気を緊急時に止める弁

原
子
炉
格
納
容
器
側

主蒸気配管

伸縮継手

主
蒸
気
隔
離
弁

伸縮継手

漏えい箇所

原
子
炉
格
納
容
器
側

主蒸気配管

伸縮継手

主
蒸
気
隔
離
弁

伸縮継手

漏えい箇所

主蒸気隔離弁室

床ドレン
ファンネル

北

水の流れ

＜略語解説＞
（※１）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：

使用済燃料プール。
（※２）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：

原子炉圧力容器。
（※３）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：

原子炉格納容器。
（※４）ペネ：ペネトレーションの略。格納容器等にある貫通部。
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循環注水冷却設備・滞留水移送配管の信頼性向上

・３号機ＣＳＴを水源とする原子炉注水系の運用を開始
し(2013/7/5～)、従来に比べて、屋外に敷設している
ライン長が縮小されることに加え、水源の保有水量の
増加、耐震性向上等、原子炉注水系の信頼性が向上した。

・2015年度上期までにRO装置を建屋内に新設することにより、
炉注水のループ（循環ループ）は約3kmから約0.8km※に縮小

廃止措置等に向けた進捗状況：循環冷却と滞留水処理ライン等の作業

原子炉冷却、滞留水処理の安定的継続、信頼性向上至近の目標

設備改善

信頼性向上

原子炉建屋

タービン建屋

：想定漏えいルート（凡例）

地下水

滞留水処理
（ｷｭﾘｵﾝ/

ｱﾚﾊﾞ/ｻﾘｰ）

材質強
化等

多核種
除去設備

復水貯蔵タンク

バッファタンク

炉注水
ポンプ

地下水位

貯蔵タンク

塩分処理
（逆浸透膜）

塩分処理
（蒸発濃縮）

２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
５／６

汚染水全量処理に向けて

多核種除去設備(ALPS)等により、汚染水の処理を進めているが、当初想

 

定していた稼働率に到達することは技術的に難しく、現時点のペースで処理

 

した場合、処理完了となるのは、2015/5中になる見通し。具体的な全量処

 

理完了時期は、2015/3中旬までに明らかにする。
引き続き、更なる処理能力向上を図り、1日も早いリスク低減を目指す。

 

※１ 4号T/Bオペフロは設置案の１つであり、作業環境等を考慮し、今後更に検討を進めて決定予定

※２ 詳細なライン構成等は、今後更に検討を進めて決定予定

＃１～＃３

Ｒ／Ｂ

＃１～＃４

Ｔ／Ｂ
集中ラド
ＨＴＩ

ＳＰＴ
塩分除去
（RO装置）

ＲＯ
装置

P

＃１～＃３

ＣＳＴ 現状ライン
（建屋内循環開始後はバックアップ）

Cs除去
（ＳＡＲＲＹ、

ＫＵＲＩＯＮ）P

※1

地下水流入

移送ライン

排水ライン

RO装置を４号T/Bオペフロ※１に新設
SPTからRO装置への移送ライン、

RO廃液の排水ライン設置※２

貯蔵
タンク

※１ 4号T/Bオペフロは設置案の１つであり、作業環境等を考慮し、今後更に検討を進めて決定予定

※２ 詳細なライン構成等は、今後更に検討を進めて決定予定

＃１～＃３

Ｒ／Ｂ

＃１～＃４

Ｔ／Ｂ
集中ラド
ＨＴＩ

ＳＰＴ
塩分除去
（RO装置）

ＲＯ
装置

P

＃１～＃３

ＣＳＴ 現状ライン
（建屋内循環開始後はバックアップ）

Cs除去
（ＳＡＲＲＹ、

ＫＵＲＩＯＮ）P

※1

地下水流入

移送ライン

排水ライン

RO装置を４号T/Bオペフロ※１に新設
SPTからRO装置への移送ライン、

RO廃液の排水ライン設置※２

貯蔵
タンク
貯蔵
タンク

※：汚染水移送配管全体は、余剰水の高台への移送ライン（約1.3km）を含め、約2.1km

上部透水層

難透水層

揚水

揚水
揚水

揚水井下部透水層

難透水層

サブドレン
サブドレン

排水

地下水位
原子炉建屋

タービン建屋

陸側遮水壁
陸側遮水壁

地下水バイパス

汚染源に水を近づけない

サブドレン水を汲み上げることによる地下水流入の抑制

地下水バイパスにより、建屋付近の地下水位を低下させ、建屋への地下水流入を抑制

揚水井

地下水の流れ（山側→海側）

サブドレンポンプ稼働により
地下水抜水

地下水

サブドレン水汲み上げによる地下水位低下に向け、サブドレン他水処理

 

施設の安定稼動の確認のための試験を実施。
浄化により地下水バイパスの運用目標を下回ること、その他γ核種が検

 

出されないことを確認。

山側から流れてきた地下水を建屋の上流で揚水し、建屋内への地下水

 

流入量を抑制する取組（地下水バイパス）を実施。
くみ上げた地下水は一時的にタンクに貯留し、東京電力及び第三者機

 

関により、運用目標未満であることを都度確認し、排水。
揚水井、タンクの水質について、定期的にモニタリングを行い、適切

 

に運用。
建屋と同じ高さに設置した観測孔において地下水位の低下傾向を確認。
建屋への地下水流入をこれまでのデータから評価し、減少傾向を確認。

原子炉建屋への地下水流入抑制

＜略語解説＞
（※１）ＣＳＴ
（Condensate Storage 
Tank）：

復水貯蔵タンク。
プラントで使用する水を
一時貯蔵しておくための
タンク。

凍結プラント

・延長

 

約1,500m陸側遮水壁

建屋への地下水流入を抑制する

 

ため、凍土壁で建屋を囲む陸側

 

遮水壁の設置を計画。
2014年度末の凍結開始を目指

 

し、

 

2014/6/2から凍結管の

 

設置工事中。

１～４号機建屋周りに凍土壁を設置し、建屋への地下水流入を抑制

タンクエリアにおける台風対応の改善

・これまで、堰のかさ上げによる雨水受け入れ量の増加、雨どいや堰カバー
の設置による堰内へ流入する雨水の抑制などの設備対策を行ってきた。
台風18・19号により合計約300mmの雨が降ったが、これらの改善対応
により、堰内から汚染した雨水を漏らすことはなかった。

堰カバー設置前 堰カバー設置後
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Ｕ

Ｑ

Ｖ

W

P

固体廃棄物貯蔵庫

廃止措置等に向けた進捗状況：敷地内の環境改善等の作業

・発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した放射性廃棄物（水処理二次廃棄物、ガレキ等）による放射線の影響を低減し、
これらによる敷地境界における実効線量1mSv/年未満とする。

・海洋汚染拡大防止、敷地内の除染

至近の
目標

２０１５年１月２９日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
６／６

全面マスク着用省略エリアの拡大

空気中放射性物質濃度のマスク着用基準に加え、除染電
離則も参考にした運用を定め、エリアを順次拡大中。

敷地南側のＪタンク設置エリアにおいて除染作業が完了
し、全面マスク着用省略可能エリアに設定。汚染水を取
り扱わないタンク建設作業に限り、使い捨て式防じんマ
スクが着用可能（2014/5/30～）。

全面マスク着用省略エリア

拡大範囲

全面マスク着用
省略可能エリア

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア
瓦礫保管エリア（予定地）
伐採木保管エリア（予定地）
セシウム吸着塔保管エリア

セシウム吸着塔保管エリア（運用前）
スラッジ保管エリア

スラッジ保管エリア（運用前）

全面マスク

使い捨て式
防じんマスク

女性の就業エリアの拡大

福島第一原子力発電所での女性放射線業務従事者については、
東日本大震災以降、線量率上昇等により構内に就業エリアを
設けていなかったが、作業環境の改善状況を踏まえ、2014/
6より就業可能な場所を限定し作業を行っている。

敷地内の作業環境改善が進んできていること、内部被ばくの
おそれが低くなっていることなどを踏まえ、特定高線量作業
や1回で4mSvを超えるおそれのある作業を除き、女性従事
者の就業エリアを構内全域に拡大する（2014/11/4～）。

海側遮水壁の設置工事

汚染水が地下水へ漏えいした場合に、
海洋への汚染拡大を防ぐための遮水壁
を設置中。
港湾内の鋼管矢板の打設は、９本を残
して2013/12/4までに一旦完了。
引き続き、港湾外の鋼管矢板打設、港
湾内の埋立、くみ上げ設備の設置等を
実施し竣工前に閉塞する予定。 海側遮水壁工事状況

（１号機取水口側埋立状況）

港湾内海水中の放射性物質低減

・建屋東側（海側）の地下水の濃度、水位等のデータの分析結果から、汚染され
た地下水が海水に漏えいしていることが明らかになった。

・港湾内の海水は至近１ヶ月で有意な変動はなく、沖合での測定結果については
引き続き有意な変動は見られていない。

・海洋への汚染拡大防止対策として下記の取り組みを実施している。
①汚染水を漏らさない
・護岸背面に地盤改良を実施し、放射性物質の拡散を抑制

（1～2号機間：2013/8/9完了、2～3号機間：2013/8/29～12/12、
3～4号機間：2013/8/23～1/23完了）

・汚染エリアの地下水くみ上げ（2013/8/9～順次開始）
②汚染源に地下水を近づけない
・山側地盤改良による囲い込み

（1～2号機間：2013/8/13～2014/3/25完了、
2～3号機間：2013/10/1～2014/2/6完了、
3～4号機間：2013/10/19～2014/3/5完了）

・雨水等の侵入防止のため、コンクリート等の地表舗装を実施
（2013/11/25～2014/5/2完了）

③汚染源を取り除く
・分岐トレンチ等の汚染水を除去し、閉塞（2013/9/19完了）
・海水配管トレンチの汚染水の水抜き

2号機：2014/11/25～12/18

 

トンネル部をセメント系材料により充填
３号機：今後、トンネル部の充填を開始予定。

海側遮水壁

地盤改良
地下水くみ上げ

約200m

約500m

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

海側遮水壁海側遮水壁

地盤改良
地下水くみ上げ

約200m

約500m

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

地下水バイパスによるくみ上げ

１～４号機

トレンチからの排水

地表舗装等

山側

海側

地
下
水
の
流
れ

対策の全体図

凍土方式によ
る陸側遮水壁サブドレンによ

るくみ上げ
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平成２７年２月４日 

東京電力株式会社 

 

委員ご質問への回答 

 

 

（武本（和）委員） 

Ｑ．相次ぐ東電の県内水力発電所の事故は、長年運用した施設の管理が 

疎かになっているためだと推測する。 

今後、次々と別の事故が起こることを危惧する。原因究明は事故の 

背景や企業体質に踏み込み実施すべきと考える。 

   形式的謝罪だけでは無意味。東電の見解を問う。 

 

 Ａ．当社中津川第一発電所の導水路からの溢水が発生したこと、ならびに 

湯沢発電所の建屋屋根の崩落により、地元の皆さまをはじめ、多くの方々 

にご迷惑とご心配をおかけしたことを心よりお詫び申し上げます。 

 

事故の原因究明については、なぜ９０年以上にわたり問題がなかった 

発電所が事故を起こしてしまったのか、予断を持たずに検討していく 

必要があることから、「中津川第一発電所導水路からの溢水事故・湯沢 

発電所建屋屋根崩落事故現地対策本部」、「同事故原因究明・対策検討 

委員会」を立ち上げ、部門横断的に全社大で対応しております。 

 

また、このたびの２つの事故については、関東東北産業保安監督部東北 

支部より報告徴収の指示をいただいており、事故時の対応状況や詳細 

原因、ならびに再発防止策等の取りまとめを進めております。 

なお、中津川第一発電所導水路からの溢水事故については、先月１月 

２９日に報告させていただきました。 

 

当社は、今回の事故を重大なことと受け止め、徹底的に調査を行うと 

ともに、二度と同様の事故を起こさぬよう再発防止策を講じてまいり 

ます。 

 

 

 



 

 

（高桑委員） 

Ｑ．福島第一原発のがれき撤去作業中に使用した飛散防止剤に関して、 

12/31 朝日新聞の記事によると、メーカー推奨の濃度１０倍希釈を 

 １００倍希釈とし散布回数も大幅に減らしていたとのこと。原子力 

 規制庁は「この結果、昨夏に放射性物質の飛散がおきたとみられる」 

 とコメントしていることも記されていた。 

 がれき飛散防止剤散布について、この記事に関する詳細について 

説明をお願いします。 

 

Ａ．福島第一原子力発電所の事故により、今なお、福島県の皆さまはもと 

より、柏崎刈羽地域、新潟県の皆さま、さらに広く社会の皆さまに 

大変なご迷惑とご心配をおかけしていることについて、改めて心より 

お詫び申し上げます。 

 

平成２５年８月１２日および８月１９日の３号機原子炉建屋上部ダスト

飛散の原因としては、震災時に３号機原子炉建屋オペレーティングフロ

アに落下した天井クレーンガーダが大型の角パイプのような形状だった

ため、今まで風雨の影響を受けておらず、天井クレーンガーダの下敷き

となって堆積していたダストが外気にさらされたことにより飛散したも

のと考えており、天井クレーンガーダの撤去を行った後の飛散防止剤の

散布頻度が十分ではなかったと考えております。（公表済 ※） 

 

飛散防止剤の濃度については、使用済燃料プールの水質や冷却設備等へ

の影響を出来るだけ低くすることを考慮し、飛散防止剤の希釈倍率を変

化させた場合の固化試験結果等を踏まえ、当時の判断として 1/100 希釈

の飛散防止剤を選定していました。 

 

飛散防止剤の散布頻度については、オペレーティングフロアにガレキが

積み重なった状態であったため、作業の進捗に応じて、一定の撤去範囲

に対して、作業前に飛散防止剤を散布する計画としていたものであり、記

事にあるように散布回数を大幅に減らすということを当社は指示してお

りません。 

 

 



 

平成２５年８月の放射性物質が付着したガレキが飛散する事象が発生し

た後は、散布方法を作業当日の作業開始前ならびに作業完了毎に飛散防

止剤を散布することとし、対策を強化しております。また、濃度につい

ても更なる抑制効果を得るため、１／１００希釈から１／１０希釈に変

更しております。 

 

なお、平成２６年７月２３日の原子力規制委員会の（第２５回）特定原

子力施設監視・評価検討会において、１号機建屋カバー解体・ガレキ撤

去時のダスト飛散抑制対策（散布方法の変更〔濃度・頻度など〕）につい

て説明した際に、飛散防止対策をしっかりと実施するようにとの話はあ

りましたが、記事にある行政指導が何を指しているかは分かりかねます。 

 

当社は、３号機を踏まえて１号機も散布方法について対策をとっており、

今後、安全かつ着実にカバー解体・ガレキ撤去作業を進めていきます。 

 

※平成２５年９月１２日公表  

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2013/images/handouts_130912_09-j.pdf 

 

 

以 上 

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2013/images/handouts_130912_09-j.pdf
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